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｢2023年3月期 第2四半期決算｣ についてご説明いたします。
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まず、第2四半期の決算概要について、ご説明いたします。
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当第2四半期の売上高は、
前期同規模の２５９億円となりました。

利益⾯では、営業費⽤の増加により、
営業利益、経常利益ともに９億円の損失、
親会社株主に帰属する四半期純損失は7億円となり、
2期ぶりの減益となりました。

また、今年４月に公表した業績予想に対しては
売上高は２億円の減収となり、各利益とも予想を下回る結果となりました。
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なお、当社グループの売上高は下期偏重である一方、
データベース整備費⽤等の固定費が年間を通じて発⽣するため、
従前より上期は利益額が⼩さい傾向にあります。
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事業別売上高と営業費⽤の前年同期⽐較を⽰しています。

第2四半期までの事業別売上高は、
広告需要が回復しているマーケティングソリューション事業、
ソリューションサービスが堅調に推移しているIoT事業が、
前年同期⽐増収となりましたが、
⾃動⾞の⽣産調整等の影響で、オートモーティブ事業が⼤幅減収となり
売上構成が⼤きく変化しました。

その結果、売上原価の増加や、
位置情報の精度向上に係る地図データベース整備費⽤、及び
営業活動費が増加したことなどにより、
営業利益は９億円の損失となりました。

（→各事業の詳細説明︓p12-p17）
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株主還元についてご説明いたします。

当社は、安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針としており、
目標とする指標は、配当性向ではなく、DOEを採⽤しております。
この方針に則り、中間配当は当初の予想どおり、
１株当たり１３円５０銭といたしました。
期末配当も同じく１３円５０銭を⾒込んでおり、
１株当たりの年間配当⾦は、前期から１円増配の2７円、
DOEは3.5％となる予定でございます。

また、取締役会決議に基づき、
今年の８月に、⾃⼰株式４６万株を取得いたしました。
⾃⼰株式取得につきましては、機動的な資本政策や資本効率の向上を
目的として、適宜、検討実施してまいります。
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通期業績予想についてご説明いたします。



当社グループの業績は従来より季節的偏重が著しく、
売上・利益とも第4四半期に集中する傾向にあります。

加えて、半導体の調達不⾜や円安など、複合的な要因による
⾃動⾞の⽣産調整が続くなど、
当社グループを取り巻く環境に不確定な要素が多いことから、
今年4月28日公表の業績予想を据え置くことといたしました。
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通期の事業別売上高につきましても、
4月28日公表の予想値を据え置いております。
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各事業の進捗、地域共創モデルの構築に向けた取り組みについて、
ご説明いたします。



プロダクト事業の上期売上は、
住宅地図帳などのフロー型商品の販売が減少したものの、
GISパッケージ等のストック型商品の売上が堅調に推移し、
前期並みで推移いたしました。

下期は引き続き、パッケージ商品のラインナップ拡充等、
ストック型ビジネスの売上拡⼤を目指してまいります。
さらに、地図データ提供ビジネスにおいては、
ソリューションビジネスへの転換を推進いたします。

プロダクト事業の通期売上高は若⼲の減収になる計画ですが、
これは、ソリューションサービスへシフトした案件はIoT事業へ移⾏すること、
加えて、フロー型ビジネスからストック型ビジネスへの転換による
一時的な売上高の減少を想定しております。
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公共ソリューション事業も、前期並みで進捗しております。

受託案件、地図データ販売、「ゼンリン住宅地図LGWAN」などの
⾃治体向けの地図配信サービスなどが堅調に推移しており、
通期業績も前期⽐増収を⾒込んでおります。

今年4月には、
⾃治体専⽤の住宅地図Webサービスをリリースいたしました。
⾃治体のDXを支援する取り組みを強化するとともに、
ストック型ビジネスモデルへの転換を図りつつ、
事業拡⼤を目指してまいります。
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マーケティングソリューション事業では、
社会経済活動の正常化が進む中で顧客企業の販促活動が再開され、
広告需要が回復しています。

特に、中⼩企業や個人事業主をターゲットとした
販促支援パッケージサービスが好調に推移しており、
上期売上は前期⽐１億円の増収となりました。

引き続き、パッケージ商品・サービスを強⼒に推進してまいります。
また、ゼンリングループの持つノウハウで地図データベースを活⽤した
新たなマーケティング市場を開拓してまいります。
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IoT事業では、
⼤手企業向けのソリューションビジネスや、
個人事業主向け宅配アプリの会員数が増加し、
上期売上は前年同期⽐４億円の増収となりました。

引き続き、他社とのアライアンスによる事業基盤を強化しつつ、
当社のデータベースをお客様が継続的に利⽤できる仕組みである
「ZENRIN Maps API」の拡充・導入などを推進し、
ソリューションビジネスの拡⼤を目指してまいります。
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オートモーティブ事業は、
世界的な半導体不⾜や上海ロックダウンなど複合的要因による
⾃動⾞の⽣産調整の影響などでカーナビ⽤データの販売が減少し、
上期売上は前年同期⽐５億円の減収となりました。

       下期⾒通しにつきましては、事業環境に依然不確定な要素が多く、
各⾃動⾞メーカーの在庫状況や⽣産計画を正確に⾒通すことが
難しいため、通期予想は据え置きとしております。
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このような厳しい状況下ではありますが、オートモーティブ事業では、
ADASコンテンツの提案などにより、事業規模を維持したいと考えております。

取り組みの1例として、今年8月、パイオニア株式会社と
EVソリューションに関するパートナーシップ契約を締結いたしました。

脱炭素社会の実現に向けてEVシフトが顕在化していますが、
航続距離や充電インフラへの不安など、課題もあります。

当社とパイオニア社は、EVソリューションサービスの開発に取り組み、
2023年中に、⾞載システムと連携するスマートフォン向けナビゲーション
サービスの提供を開始する予定です。

なお、当社とパイオニア社との本格的な協業は今回が初めてであり、
今後は当社が保有する地図データと位置情報コンテンツの提案や協業も
進めてまいります。
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最後に、当社が推進している
「地域共創モデルの構築に向けた取り組み」についてご説明いたします。

現在、様々な地域課題が顕在化しており、
当社にも地図情報を活⽤した課題解決に関する問い合わせが増えております。

当社は複数の地方⾃治体と検討を⾏い、地域の課題解決に向けた
５つの共創テーマを設定いたしました。

これらの共創テーマに対応した当社保有アセットの提供を通じて
課題解決支援を具現化するビジネスモデルの検討を進めております。
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当社は、地域のステークホルダーである⾃治体、地場企業、地元⾦融機関、
地元住⺠との連携環境を構築し、様々な課題への解決支援に貢献することを
目指しております。

⾃治体との間では「包括連携協定」の締結を進めており、
2021年には⻑崎県⻑崎市と、
今年は佐世保市と協定を締結いたしました。

今後は、地域共創サービスのプラットフォームを確⽴し、
持続可能なビジネスモデルを開発した上で、各地域へ拡⼤していくことを
構想しております。
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【事例紹介︓ 「⾃治体専⽤ 住宅地図 for Web」、 「らくらく販促マップ」

地域共創モデル構築における、具体的な商品・サービス例をご紹介いたします。

「⾃治体専⽤ 住宅地図 for Web」は、
⾃治体DXを支援する地図配信サービスです。
導入時の課題を解決するため、インストール不要で導入の手間がかからない
ウェブサービス型商品として構築いたしました。
既にお使いいただいているお客様からは
導入しやすく使いやすいという評価を頂いています。

「らくらく販促マップ」は、中⼩・個店向けの販促活動を支援するパッケージです。
ターゲット分析・チラシ制作・ポスティング・効果検証までを
店舗の方がご⾃⾝で簡単に⾏うことができるサービスです。
ゼンリンの販促ソリューションの導入編という位置づけで展開しており、
すでに広くお使いいただいております。
導入して頂くと、⾃治体と地元企業間で同じ地図データを⾒て
コミュニケーションが⾏えるため、
地域のDX化に非常に⼤きなメリットがあると考えております。
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【事例紹介︓観光型MaaSアプリ「STLOCAL」（ストローカル）】

⻑崎市や佐世保市など⻄九州エリアで、
観光型MaaSアプリ「STLOCAL」のサービス提供を開始しております。

当サービスは、地域の観光周遊を活性化させることを目的としております
。
旅マエ・旅ナカ・旅アトにフォーカスし、
交通・観光チケットの販売や、
地元の方が紹介する地元ならではの観光情報を提供しております。

現在はまだ実証実験の段階ですが、
持続可能なビジネスモデルを構築することが重要と捉えており、
様々な収益化施策に取り組んでいるところです。

⻑崎市に関しては、2020年に当社が⻑崎市内に研究開発拠点を
設置したタイミングから事業開発にも着手しており、
地域共創ビジネス検討の先⾏ケースとなっております。
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【事例紹介︓スマートシティ関連】

地域の交通・物流などに貢献するスマートシティ関連の取り組みは、
全国各地で様々な実証実験などを⾏っております。

具体的には、
⼭間地域でのドローン配送や、物流各社との共同配送サービスの実証実験、
都市全体のモビリティの位置情報を統合し、可視化したデータを活⽤する
「ゼンリンダッシュボードシステム」の開発などを進めております。

また、埼玉県秩父市中津川地内では、
2022年9月の⼟砂崩落で道路が寸断された状況が発⽣しておりますが、
地域住⺠の⽣活支援のため、当社は秩父市と連携協定を締結し、
ドローンを活⽤した緊急物資輸送の対応を進めております。

このような取り組みに対し、当社へ声掛けいただく例も増えてきております。
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今後も、地域ステークホルダーの皆様との連携、
多様な企業とのアライアンスを強化し、
地域課題の解決に貢献するビジネスモデルを共創・拡⼤していくことで
企業価値向上を目指してまいります。

（以上）
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